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貸　借　対　照　表
（平成28年3月31日現在）

(単位：千円）

科 目 科 目

280,979 222,035

187,515 46,698

8,584 112,965

77,606 11,133

3,821 1,251

1,220 763

1,874 43,335

1,196 4,800

△ 841 1,087

45,223

123,345 43,929

117,664 1,293

37,073 負 債 合 計 267,258

80,590 137,029

5,681 30,000

1,268 107,029

4,413 107,029

37

37

純 資 産 合 計 137,067

資 産 合 計 404,325 負債・純資産合計 404,325

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

  (1)資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法
　その他有価証券・・・期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売
 （時価のあるもの） 却原価は移動平均法により算定）によっております。

②たな卸資産の評価基準及び評価方法
　商品、原材料・・・・・主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの

方法により算定）によっております。
　貯蔵品・・・・・・・・最終仕入原価法によっております。

  (2)固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産・・・・・・・定率法によっております。ただし、平成19年３月31日以前に取得したものについては、
（リース資産を除く） 償却可能限度額まで終了した翌年から５年間で均等償却する方法によっております。

②無形固定資産・・・・・・・自社利用ソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額
（リース資産を除く） 法によっております。

③リース資産・・・・・・・リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

  (3)引当金の計上基準

①貸倒引当金・・・・・・・債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については法定繰入率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上
しております。

②賞与引当金・・・・・・・従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち、当事業
年度の負担額を計上しております。

③退職給付引当金・・・・・・従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における見込額に基づき、退職給付債
務から年金資産の額を控除した額を計上しております。
過去勤務費用は、主としてその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
(５年)による定額法により費用処理しております。数理計算上の差異は、主として各
事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）によ
る定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。
なお、年金資産見込額が退職給付債務見込額に未認識数理計算上の差異を加減した額
を超過しているため、超過額を前払年金費用として長期前払費用に計上しております。

  (4)収益及び費用の計上基準
売上高（工事関連売上高）は、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については
工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しており
ます。

  (5)その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理・・・・・・消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．当期純利益の額
　当期純利益 13,735千円

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

金額金額

そ の 他 利 益 剰 余 金

そ の 他

賞 与 引 当 金
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